
第 19 期  計 算 書 類 等

自　２０２３年４月　１日

至　２０２４年３月３１日



貸　借　対　照　表　

２０２４年３月３１日現在　

単位：千円

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 1,331,819 流動負債 236,662

現金及び預金 1,030,884 買掛金 89,056

売掛金 109,037 未払金 30,167

商品 53,738 未払費用 42,667

未収金 129,902 契約負債 15,134

前払費用 7,639 預り金 426

立替金 526 賞与引当金 40,200

仮払金 90 未払法人税等 7,758

未払消費税等 11,253

固定資産 1,561,418 固定負債 57,053

　有形固定資産 303,743 　預り保証金 57,053

　　建物 145,981

　　建物附属設備 85,736

　　構築物 0

　　機械装置 33,403 負　債　合　計 293,716

　　車両運搬具 2,955

　　工具器具備品 35,667 株主資本 2,599,522

　資本金 496,075

　無形固定資産 1,254,626 資本剰余金 1,342,270

ソフトウエア 392 　資本準備金 336,075

公共施設等運営権 750,000 　 その他資本剰余金 1,006,195

公共施設等運営事業更新投資 504,234 利益剰余金 761,177

投資その他の資産 3,048 　 その他利益剰余金 761,177

差入保証金 3,048 　　純 資 産 合 計 2,599,522

資　産　合　計 2,893,238 負債・純資産合計 2,893,238

(純資産の部)



自　２０２３年４月　１日

至　２０２４年３月３１日

単位:千円

Ⅰ． 売 上 高

賃貸収入 918,912

空港基本施設収入 140,150

直営事業収入 336,522

任意事業収入 60,588 1,456,174

Ⅱ． 売 上 原 価 889,613 889,613

売 上 総 利 益 566,561

Ⅲ． 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 975,335 975,335

営 業 損 失 408,774

ⅳ． 営 業 外 収 益

受取利息     19

補助金収入 67,507

更新投資負担金収入 95,684

その他 3,036 166,248

ⅴ. 営 業 外 費 用

雑損失 189 189

経 常 損 失 242,715

242,715

2,319

- 2,319

245,035

損  益  計  算  書

税 引 前 当 期 純 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 損 失



単位:千円

当期首残高 496,075 336,075 1,006,195 1,342,270 1,006,212 1,006,212 2,844,557 2,844,557

当期変動額

当期純損失 - - - - △245,035 △245,035 △245,035 △245,035

当期変動額合計 - - - - △245,035 △245,035 △245,035 △245,035

当期末残高 496,075 336,075 1,006,195 1,342,270 761,177 761,177 2,599,522 2,599,522

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金合計
その他利益

剰余金
利益剰余金合計

株　主　資　本　等　変　動　計　算　書
自　２０２３年４月　１日　至　２０２４年３月３１日

株主資本

純資産合計



個別注記表 

 

記載金額は千円未満を切捨て表示しております。 

 

（重要な会計方針に係る事項） 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商品・・・主な評価方法は、先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切り下げの方法）を採用しています。 

ただし、コンビニエンスストアの商品については、売価還元法による原価法を採用

しています。ガソリンスタンドの商品の評価方法は、月次平均法を採用しています。 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法又は旧定率法を採用しています。 

ただし、1998 年４月１日以後に取得した建物（附属設備を除く）については旧定額法、2007

年４月１日以後に取得した建物（附属設備を除く）については定額法、2016 年４月１日以後

に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しています。 

② 無形固定資産 

定額法を採用しています。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法によっています。 

また、公共施設等運営権については、運営権設定期間(20 年)に基づく定額法によっていま

す。ただし、公共施設等運営事業更新投資については、更新投資の経済的耐用年数（当

該更新投資の物理的耐用年数が公共施設等運営権の残存する運営権設定期間を上回る

場合は、当該残存する運営権設定期間）に基づく定額法によっています。 

 

2. 引当金の計上基準 

賞 与 引 当 金……従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当事業年度

負担額を計上しています。 

 

3. 収益及び費用の計上方法 

空港基本施設収入及び直営事業収入は、主に空港施設の利用及び商品の販売に関する

ものであり、顧客との契約に基づいて、空港施設の利用及び商品を引き渡す履行義務を

負っています。当該履行義務は、空港施設の利用及び商品を引き渡す一時点において、

顧客が当該商品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識して

います。 



4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税等は発生事業年度の

費用として処理をしております。 

 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

 

 

（収益認識に関する注記） 

(１) 収益を理解するための基礎となる情報 

 「重要な会計方針に係る事項」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

 

（公共施設等運営事業に関する注記） 

(１) 当社が実施する公共施設等運営権の概要 

① 事業名称 富士山静岡空港特定運営事業等 

② 事業の対象となる公共施設等の名称及び種類 

（名称）静岡空港 

所在地 静岡県牧之原市坂口3336番地4 

（種類）空港基本施設及び空港航空保安施設、空港機能施設等 

③ 運営権対価の支出方法 

運営権取得時に全額を支払っています。 

④ 運営権設定期間 

2019 年4 月1 日 2039 年3 月31 日 

⑤ 残存する運営権設定期間 

2024 年4 月1 日 2039 年3 月31 日 

 

(２) 公共施設等運営権の減価償却の方法 

重要な会計方針に係る事項「(2)固定資産の減価償却の方法 無形固定資産」に記載の通

りであります。 

 

(３) 更新投資に係る事項 

① 主な更新投資の内容及び投資を予定している時期 

以下の内容について、2024年4月1日から運営権設定期間まで、順次更新の見込みであ

ります。 

発行済株式の種類及び総数 普通株式 19,843株 



・滑走路、誘導路の更新（路面舗装等） 

・空港土木施設の更新・改修工事 

・航空灯火、電気設備更新工事 

・ターミナルビル等改修工事 

  ② 更新投資に係る資産の計上方法 

更新投資を実施した際に、当該更新投資のうち資本的支出に該当する部分（所有権が管

理者等に帰属するものに限る）に関する支出額を、資産として計上しています。 

③ 更新投資に係る資産の減価償却の方法 

重要な会計方針に係る事項「(2)固定資産の減価償却の方法 無形固定資産」に記載の

通りであります。 

④ 翌事業年度以降に実施すると見込まれる更新投資のうち、資本的支出に該当する部分の

内容及びその金額 

翌事業年度以降、運営権設定期間においては、順次、必要となる更新投資を行う予定で

す。 

具体的な内容については次の通りであります。 

・滑走路、誘導路、航空灯火設備、ターミナルビル等の機能維持を目的とした投資 等 

なお、翌事業年度においては、更新投資のうち資本的支出に該当する部分について、 

約38,500千円を見込んでおります。 

 

 

（追加情報に関する注記） 

当社は、新型コロナウイルス感染症の影響は落ち着きつつあるものの、今後、2027 年度まで

影響が続くものと仮定し、固定資産の減損における会計上の見積りを行っております。 

なお、新型コロナウイルス感染症を発端とする影響の見積りには不確実性を伴うため、実際の

結果はこれらの仮定と異なる場合があります。 


